











No.537/2014）（法定監査規則ともいわれる）により、2016 年６月から EU で社会的影響
度の高い事業体（PublicInterestEntity：PIE）を対象に監査事務所のローテーション
（ファームローテーション）が制度として導入され、国内的には、2019 年 10 月に金融庁
が「監査法人のローテーション制度に関する調査報告（第二次報告）」（金融庁〔2019b〕）
を公表するなど、日本でもファームローテーション制度の導入が不可避な流れであるかの



























































































から同年８月 31 日）、公認会計士３名に対して登録抹消あるいは業務停止１年（2006 年５月 15 日から



















EU で 2016 年からファームローテーション制度が適用予定であったことから、日本にお
けるファームローテーション制度の導入適否に関する議論が再燃した。














（2016 年１月１日から同年３月 31 日まで）および業務改善命令（業務管理体制の改善）とあわせて約 21
億円の課徴金納付命令に係る審判手続開始を決定し、同社の会計監査を担当していた公認会計士７名に

































8JICPA が 2014 年４月から 2016 年３月までに監査人交代に係る臨時報告書を提出した会社（延べ 261 社）
のうち上場会社216社について監査人の交代理由を調査したところ、158 社（73.1％）が「任期満了」と









大手監査法人を B、それ以外の監査事務所を N と表記する。
２．分析対象会社の抽出





























図表 1　監査人を交代した 3 月決算会社の業種別内訳







水産・農林業 ― ― ― ― ―



















































































































































































































































































































69.0％だったのが、リリース直後の 2018 年３月期には 81.3％と増加し、翌 2019 年３月期
には 57.1％と減少した後、2020 年３月期には 16.7％前年の３分の１以下にまで急激に減
少していることがわかる。
図表 4　監査人の交代理由














②海外展開のため ― ― ― 2（2.4）
2
（0.6）
③監査人への不満 ― ― ― ― ―

























































































たケースとして、《2017 年３月期》の 12 社、および《2019 年３月期》の 18 社があるが、
すべて N ➔ N の交代となっていることがわかる。《2017 年３月期》の 12 社については、
2016 年１月４日に明治監査法人とアーク監査法人が合併してアーク有限責任監査法人が
設立されたことに、《2017 年３月期》の 18 社のうち 17 社については、2018 年７月１日に
太陽有限責任監査法事と優成監査法人が合併して太陽有限責任監査法人となったことに起
因する。これらの監査事務所の合併によって監査人を交代したケースをのぞくと、監査人
を交代した会社は、《2017 年３月期》で 75 社、《2019 年３月期》で 46 社となり、そのう
ち「任期満了（主な理由なし）」を交代理由に掲げた会社の割合は、《2017 年３月期》で






スについて補足すると、《2017 年３月期》に７社、《2018 年３月期》に６社、《2019 年３月期》に７社が「任
期満了」以外の理由として、「継続監査期間」（計 11 社）や「連結グループで統一」（計３社）を記載し











《2017 年 3 月期》
監査人の交代理由 B ➔ B B ➔ N N ➔ B N ➔ N 合計
①連結グループでの統一 1 1 2
⑤継続監査期間 2 1 3
⑧会計不祥事 1 1 2
⑩その他 6 2 8











《2018 年 3 月期》
監査人の交代理由 B ➔ B B ➔ N N ➔ B N ➔ N 合計
①連結グループでの統一 1 1
⑤継続監査期間 2 1 3
⑦見解の相違 2 2
⑧会計不祥事 1 1 2
⑩その他 1 3 4











《2019 年 3 月期》
監査人の交代理由 B ➔ B B ➔ N N ➔ B N ➔ N 合計
⑤継続監査期間 4 1 1 6
⑦見解の相違 2 2












《2020 年 3 月期》
監査人の交代理由 B ➔ B B ➔ N N ➔ B N ➔ N 合計
①連結グループでの統一 1 1 1 3
②海外展開のため 1 1 2
④監査報酬 14 2 16
⑤継続監査期間 14 13 1 10 38
⑧会計不祥事 1 1 2
⑩その他 3 3
⑪任期満了（主な理由なし） 3 3 4 4 14
⑬人員・時間の確保 1 2 3
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